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別紙３
○関係通知等一覧

１ リーフレット 「駆け込みホットライン」（国土交通省）

２ 建設業法令遵守ガイドラインの一部改正について

（令和３年７月30日 国不建推第15号 各都道府県担当部長宛）

３ 社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン

（令和２年９月30日 国不建整第72号 建設業者団体宛）

３－２ 「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について

３－３ 「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」確認シート

４ 「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」改訂について

（平成30年７月２日 総行行第145号、国土入企第11号 各都道府県知事宛）

５ 施工体制台帳等活用マニュアルの改正について

（平成31年３月29日 国土建第503号 北海道建設部長宛）

５－２ 施工体制台帳の作成等についての改正について

（平成31年３月29日 国土建第500号 北海道建設部長宛）

６ 建設工事の技術者の専任等に係る取扱いについて（改正）

（平成26年２月３日 国土建第272号 北海道建設部長宛）

６－２ 現場代理人の常駐義務緩和に関する適切な運用について

（平成23年11月14日 国土建第161号 各公共発注者宛）

６－３ 主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間の明確化について

（平成21年６月30日 国総建第75号 公共工事発注担当部局の長宛）

６－４ 専任の主任技術者の取扱い【要件緩和】

７ 主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について（改正）

（平成30年12月３日 国土建第309号 北海道建設部長宛）

８ リーフレット 「建退共制度に加入しませんか！」（独立行政法人勤労者退職金共済機構）

９ リーフレット 「建設業フォローアップ相談ダイヤル」（国土交通省）

９－２ リーフレット 「建設ホットライン」（北海道建設部）

10 「消費税率の引上げに伴う消費税転嫁対策特別措置法及び建設業法の遵守について」

（令和元年７月８日国土建推第９号）

11 「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に伴う下請契約及び下請代金支払の適正化の

徹底等について」（令和２年３月１１日、国土建推第３８号、国土建整第１３２号）
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12 建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン

（令和２年５月１４日（令和３年５月１２日改訂版））

13 リーフレット 「下請債権保全支援事業（債権支払保証事業）」（国土交通省）

14 労働災害防止計画（厚生労働省）

14－２ 北海道における労働災害の防止に向けた取組方針（北海道経済部）

15 リーフレット 「建設工事に従事する一人親方の皆様へ」（厚生労働省）

15－２ リーフレット 「建設事業を営む事業者の皆さまへ」（厚生労働省）

15－３ 道発注工事における社会保険等未加入対策等について

（平成30年３月23日 建管第1886号 各建設業協会、建設協会会長宛）

16 リーフレット 「平成28年４月１日から建退共の制度が一部かわります」

（独立行政法人勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業本部）

17 リーフレット 「働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト『こころの耳』」

（一般社団法人日本産業カウンセラー協会）

17－２ リーフレット 「産業保健総合支援センター・地域産業保健センター事業案内」

（独立行政法人労働者健康安全機構）

17－３ 産業保健関係助成金（厚生労働省・独立行政法人労働者健康安全機構）

18 リーフレット 「産業廃棄物を排出する事業者の皆さんへ」

（北海道環境生活部循環型社会推進課）

18－２ リーフレット 「大気汚染防止法が改正され、石綿（アスベスト）飛散防止対策が強化されました」

（北海道環境生活部循環型社会推進課）

18－３ リーフレット「建築物等の解体・改修工事の石綿事前調査結果の電子報告が始まります！」

（厚生労働省・環境省）

19 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する北海道計画（平成31年３月 北海道建設部）

20 リーフレット 「建設キャリアアップシステム」（一般財団法人建設業振興基金）

21 新北海道スタイル（北海道）


